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課
題
は
デ
ジ
タ
ル
化
の
遅
れ
と
国
内
志
向

し
が
ら
み
と
古
い
財
政
政
策
か
ら
脱
却
を

白井 さゆり
慶應義塾大学 総合政策学部
教授

―
―
現
在
、
日
本
に
と
っ
て
最
も
重
要
な
国
際
経
済
上
の
課

題
は
何
だ
と
お
考
え
で
し
ょ
う
か
。

白
井
　
日
本
で
は
、
ウ
ク
ラ
イ
ナ
戦
争
や
中
東
情
勢
、
又
、

年
初
の
米
国
に
よ
る
ベ
ネ
ズ
エ
ラ
へ
の
軍
事
行
動
と
い
っ
た

地
政
学
リ
ス
ク
に
注
目
が
集
ま
り
が
ち
で
す
が
、
経
済
の
観

点
か
ら
見
れ
ば
、
よ
り
本
質
的
な
の
は
ア
ジ
ア
を
中
心
と
し

た
グ
ロ
ー
バ
ル
・
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
の
行
方
で
す
。
と
り

わ
け
、
中
国
や
イ
ン
ド
、
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
諸
国
を
含
む
ア
ジ
ア

経
済
圏
が
、
今
後
ど
の
様
に
再
編
さ
れ
て
い
く
の
か
は
、
日

本
経
済
に
直
接
的
な
影
響
を
与
え
ま
す
。
現
在
、
米
国
の
通

商
政
策
や
関
税
措
置
を
背
景
に
、
世
界
で
は
経
済
統
合
の
形

が
揺
れ
動
い
て
い
ま
す
。
そ
の
中
で
、
日
本
は
今
後
、
ど
の

市
場
と
ど
う
関
わ
り
、
ど
の
分
野
で
存
在
感
を
発
揮
し
て
い

く
の
か
と
い
う
視
点
が
不
可
欠
で
す
。
国
内
の
政
策
議
論
も
、

こ
う
し
た
国
際
経
済
の
大
き
な
流
れ
を
踏
ま
え
た
上
で
行
わ

な
け
れ
ば
、
現
実
と
の
乖
離
が
生
じ
て
し
ま
う
で
し
ょ
う
。

―
―
高
市
早
苗
政
権
の
財
政
政
策
を
ど
う
見
て
い
ま
す
か
。

白
井
　
補
正
予
算
や
税
制
改
正
に
よ
っ
て
物
価
高
対
策
に
取

り
組
ん
で
い
る
と
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
政
策
の
焦
点
は
必
ず

し
も
明
確
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
日
本
で
は
２
０
２
２
年
以
降
、

2
％
を
超
え
る
イ
ン
フ
レ
が
続
き
、
20
年
1
月
と
25
年
11
月

を
比
べ
る
と
、
物
価
は
全
体
で
13
％
上
昇
し
て
い
ま
す
。
中

で
も
食
料
品
は
28
％
と
上
昇
幅
が
大
き
く
、
現
在
の
イ
ン
フ

レ
対
策
で
最
も
重
視
す
べ
き
分
野
で
す
。
一
方
で
、
エ
ネ
ル

ギ
ー
価
格
は
補
助
金
の
影
響
も
有
り
上
昇
率
は
10
％
程
度
に

抑
え
ら
れ
て
い
る
。
に
も
拘
ら
ず
今
回
の
政
策
は
、
食
料
品

価
格
の
上
昇
に
直
接
向
き
合
う
内
容
に
は
な
っ
て
い
ま
せ
ん
。

本
来
で
あ
れ
ば
、
食
料
品
の
消
費
税
率
を
一
定
期
間
引
き
下

げ
る
等
、
よ
り
直
接
的
な
対
策
を
検
討
す
べ
き
で
し
ょ
う
。

そ
の
際
、
地
方
財
政
や
社
会
保
障
へ
の
影
響
が
生
じ
る
の
で

2025年の国内政治で最大のニュースは、初
の女性宰相の誕生だった。故・安倍晋三首相
の後継者と自他共に認める高市早苗首相は、
各国首脳からも歓迎され、国内の支持率は年
末の世論調査でも7割以上を誇った。内閣が
掲げる「責任ある積極財政」への期待も高く、
12月には総合経済対策を盛り込んだ総額21
兆円に上る補正予算を成立させた。しかし、
円安や物価高対策が不十分だとの指摘や、中
国に対する強硬姿勢への懸念も有り、今年は
いよいよ経済政策や外交で真価を問われる事
になるだろう。高市内閣の経済政策や政治姿
勢について、元日本銀行政策委員会審議委員
で、慶應義塾大学総合政策学部教授の白井さ
ゆり氏に、高市政権の評価と課題を聞いた。


